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キャッシュレス・消費者還元事業の制度概要

消費者還元の仕組み

 実施期間：２０１９年１０月より９か月間（２０２０年６月まで）

 支援内容：〇一般の中小・小規模事業者については、
①消費者還元5％
②加盟店手数料率3.25%以下への引下げを条件とし、更に国がその1/3を補助
③中小企業の負担ゼロで端末導入（1/3を決済事業者、残り2/3を国が補助）
〇フランチャイズ等の場合は消費者還元２％（端末費用及び加盟店手数料の補助はなし）
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キャッシュレス決済事業者の要件

➢日本円でのチャージが可能な決済サービスや日本の金融機関の口座を利用する決済サービス
であること（主として日本に居住する者を対象とする決済サービスを提供すること）。

➢外部からの問合せ窓口を設置すること。

➢不当な取引を防止するための措置を講じること。
➾モニタリングや不正発生時の対処方法などの詳細を定めた規程を作成し、審査を通過した決済事業者
に遵守を求める。
➾不正防止の観点から、決済事業者毎に上限を設定すること。
（チャージ限度額や還元対象金額への上限等(既存の上限も認める)）

➢中小・小規模事業者に提供するプランを公表すること。
（決済手数料(事業期間後の取扱いを含む)、支払サイクル等）

➢予算の執行管理のため、決済データを定期報告すること。

クレジットカード、デビットカード、電子マネー、ＱＲコードなど一般的な購買に繰り返し
利用できる電子的決済手段

＜対象となる決済手段＞

＜要件＞
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消費者還元の方法

原則

 中小・小規模事業者や消費者の選択肢を増やすため、多様な決済事業者の参加を促す。
このため、以下のとおり、ポイント還元を原則としつつ、やむを得ない場合には、それと同等と
考えられる方法を例外として認める。

例外

➢ 本事業において補助の対象となる消費者還元の方法は、原則として決済事業者（イシュアー）が、決済
額に応じたポイント又は前払式支払手段を消費者に付与する方法により行うこととする。

➢ やむを得ず原則によることができない場合には、その理由を申告し事務局の承認を得られた場合に限り、以
下の方法をポイント等による消費者還元の類型として実施することができる。

① 店頭での購買時に、即時利用可能なポイント・クーポン等を発行し、購買金額に当該ポイント等相当額を充当
する方法。

② キャッシュレス決済手段の利用金額に応じた金額を金融機関の口座から引き落とす際に、ポイント等を発行し、
当該ポイント等相当額を引き落とし金額と相殺する方法。

③ 少なくとも一月以内の期間毎に消費者の口座に発行したポイント等相当額を付与し、その後の決済に充当する
方法。
※①～③の方法は、ポイント等による消費者還元の一類型であるため、「キャッシュバック」「現金還元」と
いった消費者に誤解を与えるような表示は行わないこと。
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 不正防止や信用管理の観点から、各事業者ごとに一回ごとの取引額や一定期間内の取引総額に上
限が設けられている現状。

 本事業は、消費喚起を目的とするものであることから、高額取引の排除を目的に一律の上限を設ける
ことはしない。

 上限の設定は不正防止対策として有効な手段であることから、本事業実施に当たっても各社で適切
な上限の設定を行うこととする。

消費者還元に対する補助額の算出について

 決済事業者へ交付する補助額については、決済事業者が不当に利益を得ることのないように対応。

 具体的には、下記の計算式で補助額を算出。

（※）ポイントについては、円換算で算出可能な方法を含むことを条件とし、そのポイント価値を利用する。

【失効率の算出方法】
①失効率が算出できる決済事業者
• 失効率は、過去の当該決済事業者の実績データ（6か月以上の期間のもの）から算出。

②失効率が算出できない決済事業者
• 失効率の実績が算出できない決済事業者については、大手決済事業者へのヒアリング結果を踏まえて国が設定した失効率を用い

て算出。
a.実店舗における利用を主とするポイント ： ８％
b.実店舗における利用を主としないポイント ： 40％

補助額＝期間中のポイント発行数×ポイント単価（※）× （１－失効率）

消費者還元の上限について
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補助の対象となる中小・小規模事業者

 本事業において補助の対象となる中小・小規模事業者は、以下のとおりとする。

業種分類 定義

製造業その他 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人事業主

卸売業 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人事業主

小売業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人事業主

サービス業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人事業主

※１）旅館業は資本金５千万円以下又は従業員200人以下、ソフトウェア業・情報処理サービス業は資本金3億円以下又は従業員300人以下とする。

※２）資本金又は出資金が５億円以上の法人に直接又は間接に１００％の株式を保有される中小・小規模事業者は補助の対象外とする。

※３）事業協同組合、商工組合等の中小企業団体、農業協同組合、消費生活協同組合等の各種組合は補助の対象とする。

※４）一般社団法人・財団法人、公益社団法人・財団法人、特定非営利活動法人は、その主たる業種に記載の中小・小規模事業者と同一の従業員
規模以下である場合、補助の対象とする。

（１）中小・小規模事業者の定義

（２）いわゆる「過小資本企業」

 中小・小規模事業者の定義に該当する場合であっても、登録申請時点において、確定している（申告済
みの）直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が１５億円を超える中小・小
規模事業者は補助の対象外とする（租税特別措置法で本年４月から同様の措置が適用）。
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補助の対象外となる事業者・取引

 下記の事業者・取引は本事業における補助の対象外とする。

●国、地方公共団体、公共法人
●金融商品取引業者、金融機関、信用協同組合、信用
保証協会、信託会社、保険会社、生命保険会社、損
害保険会社、仮想通貨交換業者

●風営法上の風俗営業（※一部例外（注）を除く）等
●保険医療機関、保険薬局、介護サービス事業者、社会
福祉事業、更生保護事業を行う事業者

●学校、専修学校等

【補助の対象外となる事業者】

【補助の対象外となる取引】

〇有価証券等、郵便切手類、印紙、証紙、物品切手
等（商品券、プリペイドカード等）

〇自動車（新車・中古車）の販売
〇新築住宅の販売
〇当せん金付証票（宝くじ）等の公営ギャンブル

（注）①旅館業法上の許可を受け旅館業を営む事業者、②食品衛生法上の許可を受け、生活衛生同業組合の組合員であり、料金の明示、明細の交付など会計処理
を的確に行うことについて組合の指導を受けた旨の確認を得て飲食店を営む事業者

●暴対法上の暴力団等に関係する事業者
●宗教法人
●保税売店
●法人格のない任意団体
●その他、本事業の目的・趣旨から適切でないと経済
産業省及び補助金事務局が判断する者

〇収納代行サービス、代金引換サービスに対する支払い
〇給与、賃金、寄付金等
〇その他、本事業の目的・趣旨から適切でないと経済産
業省及び補助金事務局が判断するもの
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フランチャイズチェーン等について

 フランチャイズチェーン等については、中小・小規模事業者（p5(１)）に該当する加
盟店についてのみ、国からポイント還元等（２％分）の原資について補助を実施。

 ただし、端末費用及び加盟店手数料の補助は行わない。

本部
（フランチャイザー）

中小・小規模事業者に該当する加盟店
（フランチャイジー）

直営店 大企業に該当する加盟店
（フランチャイジー）

契約で経営ノウハウ、標識を提供

国からポイント還元等の原資について補助国から補助せず

（注）フランチャイズとは、事業者（「フランチャイザー」）が他の事業者（「フランチャイジー」）との間に契約を結び、自己の商標、サービス・マーク、トレード・ネー
ムその他の営業の象徴となる標識、および経営のノウハウを用いて、同一のイメージのもとに商品の販売その他の事業を行う権利を与え、一方、フランチャイ
ジーはその見返りとして一定の対価を支払い、事業に必要な資金を投下してフランチャイザーの指導および援助のもとに事業を行う両者の継続的関係。
※（一社）日本フランチャイズチェーン協会HPより抜粋 ７



今後のスケジュールについて

4月中旬
【中小店舗】 登録要領の発表、広報の開始
【決済事業者】 仮登録決済事業者の公表、 決済事業者毎の手数料等の概要公表

 商工会・商工会議所等の中小支援団体主催の説明会を実施
 自治体と連携して商店街向け説明会を実施

中小店舗向け
広報

５月中旬 【中小店舗】 中小店舗の登録開始（決済事業者経由）

決済事業者と連携した
中小店舗の
ｷｬｯｼｭﾚｽ化支援

 事務局及び各決済事業者にてコールセンターを設置
 決済事業者によるハンズオン支援の開始（端末の設置等も決済事業者経由で受付開始）

７月下旬 【中小店舗】 対象店舗の公表（第一弾）

消費者向け広報の
本格化

 登録中小店舗（対象店舗）をＨＰや地図上で表示するアプリの形で公表
 消費者向け広報を本格化（地域でのポスター・ビラ配布、メディアの活用、体験型説明会など）

９月 【中小店舗】 対象店舗による統一ポスター等の掲示開始

中小店舗による
消費者ＰＲ

 消費者向け広報の強化

10月 制度開始
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